
浦安市住宅課

浦安市マンション管理適正化推進計画の概要

令和６年３月20日（水・祝）浦安市マンションライフセミナー
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※ 申請にあたっては、（公財）マンション管理センターの
事前確認を必須とする（諸経費必要）

〈管理計画認定の流れ（イメージ）〉 〈管理計画認定による好循環〉

・認定制度を通じて、マンションの管理適正化
が推進される

・マンションの売却・購入予定者だけでなく、
区分所有者や居住者にとってもメリットが期待
される

管理計画

認定

市場評価

管理意識

の向上

管理の

適正化

管理計画認定制度について



市内マンションの現況
市内マンションの築年数別状況
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市内マンションの現況

作成済

(127),90%

未作成

(9),6%

無回答

(5)

4%

⻑期修繕計画の作成状況 ⻑期修繕計画の計画期間

令和元年度浦安市分譲集合住宅実態調査より

N＝141

30年以上

(96),76%

25〜29年

(13),10%

20〜24年

(5),4%

15〜19年

(7),5%

10〜14年,(4),3% その他,(1),1%
無回答,(1),1%

N＝127
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市内マンションの高経年化予測（30年以上）

浦安市住宅課
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〇マンション管理適正化法第３条の２第１項に規定するマンション管理適正化推進計画

〇国の基本的な指針である「マンションの管理の適正化の推進を図るための基本的な方針」に即し、浦安市総合

計画、第２次浦安市住生活基本計画を上位計画とする

7※浦安市マンション管理適正化指針は国の指針と同内容

浦安市マンション管理適正化推進計画について

計画の位置づけ



施策

①マンション管理適正化法に基づく取組

③長寿命化の促進

マンション管理計画認定制度の実施、管理組合等に対する助言、指導及び勧告

共用部分のリフォームに対する利子補給、計画修繕調査費補助金

②管理組合活動への支援

マンション管理士等の外部専門家の派遣、セミナーの開催、認定要件の事前チェック、浦安住宅管理組合連合会との連携
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計画期間

第２次住生活基本計画の計画期間（終期）に合わせ、令和６（2024）年度から令和11（2029）年度までの６年間

※令和７年度の第２次住生活基本計画中間見直しの際に統合の予定

Ｒ５
2023

Ｒ６
2024

Ｒ７
2025

Ｒ８
2026

Ｒ９
2027

Ｒ10
2028

Ｒ11
2029

第１期基本計画 R2-11（10年間）

第２次住生活基本計画 R2-11（10年間）

マンション管理適正化推進計画 R6-11（６年間）



管理計画認定の基準
助言・指導・勧告を行う

判断基準の目安

〇管理組合の運営

・管理者等及び監事が定められている
・集会（総会）が年１回以上開催されている

・管理者等が定められていない
・集会（総会）が開催されていない

〇管理規約

・管理規約が作成されている
・管理規約にて下記について定めている

＊緊急時等における専有部分の立入り ＊修繕等の履歴情報の保管
＊管理組合の財務・管理に関する情報の提供

・管理規約が存在しない

〇管理組合の経理

・管理費と修繕積立金の区別経理がされている
・修繕積立金会計から他の会計への充当がされていない
・修繕積立金の３か月以上の滞納額が全体の１割以内である

・管理費と修繕積立金の区分経理がさ
れていない

〇長期修繕計画の作成及び見直し等

・⻑期修繕計画（標準様式準拠）の内容及びこれに基づき算定された修繕積⽴⾦が集会（総会）で決議さ
れている

・⻑期修繕計画が７年以内に作成⼜は⾒直しがされている
・⻑期修繕計画の計画期間が30年以上かつ残存期間内に大規模修繕工事が２回以上含まれている
・⻑期修繕計画において将来の⼀時⾦の徴収を予定していない
・⻑期修繕計画の計画期間全体での修繕積⽴⾦の総額から算定された修繕積⽴⾦の平均額が著しく低額で
ない

・計画期間の最終年度において、借入金の残高のない計画となっている

・修繕積立金が積み立てられていない

〇その他

・組合員名簿、居住者名簿が備えられ、１年に１回以上内容の確認をしている 9

認定基準及び助言・指導等の目安（国と同様の基準で市の独自基準なし）
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目標

指標名 算出方法 現状値 目標値

１

25年以上の長期修繕計画を
作成している分譲集合住宅の
割合

25年以上の長期修繕計画を
作成している分譲集合住宅の
割合

2019年度
（令和元年度）

2029年度
（令和11年度）

85.8％
↑
向上

２
分譲集合住宅の高経年化対策
比率（管理組合数の割合）

高経年化対策の議論を行って
いる管理組合の割合

2019年度
（令和元年度）

2029年度
（令和11年度）

8.5％
↑
向上

第２次住生活基本計画において評価指標としている以下の２項目を本計画においても指標とする。

その他

○認定申請にあたっては、マンション管理適正化法第91条に基づくマンション管理適正化推進センターとして
指定されている（公財）マンション管理センターによる事前確認を経る。

○管理計画の認定は５年ごとの更新制。

○管理計画変更時には変更申請が必要（軽微な変更除く）。



マンション管理計画認定申請にかかる支援【新規事業】
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○令和６年４月開始

○認定申請前に認定基準に合致しているかを確認する浦安市独自の制度

○書面のみor対面のいずれかを利用可

○申請者は管理組合理事長（管理会社の代理申請可）

○年度１回限り
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その他の市の制度【既存事業】

マンションの課題解決を支援するため、管理組合からの要請に応じてマンション管理士を派遣し、アドバイス

又はセミナーを行う。１管理組合につき、年度内にアドバイス３回、セミナー１回まで。

≪集合住宅管理アドバイザー派遣≫

※管理計画認定申請支援事業の利用に至るまでの相談や長期修繕計画の作成・修正方法の相談など

≪計画修繕調査費補助金≫

マンション管理組合が修繕の箇所・時期・工事方法・所要金額等に関して建物・設備の劣化診断調査を行う
場合や長期修繕計画を作成する場合、費用の３分の１以内の額（上限各80万円）を補助する。

※１度補助を受けると劣化診断調査は10年間、長期修繕計画作成は５年間申請不可
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